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岳北広域行政組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画

平 成 28 年 ４ 月 １ 日

岳北広域行政組合長

この計画は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号。以下

「法」という。）第15条の規定に基づき、岳北広域行政組合における女性職員の活躍の推進に関す

る特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）を定めるものとする。

１ 計画期間

本計画の期間は、平成28年４月１日から平成33年３月31日までの５年間とする。

２ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等

(1) 特定事業主行動計画の実施主体

本計画の実施主体は、各特定事業主（岳北広域行政組合長、岳北消防本部消防長）とし、そ

れぞれの職員に対し本計画に定める事項を実施する。

(2) 特定事業主行動計画推進責任者

本計画の着実な実施を図るため、特定事業主ごとに次表に掲げる職のものを特定事業主推進

責任者と定め、特定事業主とともに計画を推進する。

(3) 特定事業主行動計画推進委員会

組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、次表に掲げる選出区分で構成する特定

事業主行動計画推進委員会を設置し、本計画の策定・変更、本計画に基づく取組の実施状況・

数値目標の達成状況の点検・評価等について協議を行う。

(4) 特定事業主行動計画推進委員会事務局

総務課に事務局を設置し、職員からの相談窓口とする。

特定事業主 職名

岳北広域行政組合長 事務局総務課長

岳北消防本部消防長 消防本部消防課長

任命区分 選出区分

事務局
総務課

エコパーク寒川

消防本部
消防課

飯山消防署
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３ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標

(1) 女性職員の配置及び登用関係

平成26年度の当組合の状況は下記のとおりです。

ア 事務局総務係

女性職員割合は４人中１人（臨時職員）で、25％です。

イ 衛生管理係

女性職員割合は２人中１人（臨時職員）で、50％です。

ウ 清掃管理係

４人中２人は臨時職員で、女性職員割合は４人中１人（臨時職員）で、25％です。

エ 消防本部

女性職員割合は70人中１人（臨時職員）で、1.4％です。女性消防職員については、これ

まで採用がなかったことから０人です。総務省消防庁が示す100人未満の消防本部の数値目

標は平成38年度までに2.8％としており、女性消防職員が０人の消防本部については、これ

を早期に解消するとともに、可能な限り速やかに複数確保することを目安とされています。

このことから、平成38年度までに２人以上の女性消防職員採用が課題になります。

また、女性管理職の登用については、平成27年度以降に採用した場合、平成38年度の時

点で管理職適齢年齢に到達しないことから、計画期間内での登用は難しい状況です。

【 目 標 】

事務局総務係・衛生管理係・清掃管理係

事務局職員については、事務局長は組合組織市村の管理市から派遣され、総務課長、総

務係長は消防職員として採用された職員であり、女性職員は臨時職員１人である。女性の

正規職員の割合については、今後採用していく女性消防職員が異動により係に配属となれ

ば配置割合は増となるが、現在は難しい状況であるため、今後も女性臨時職員を継続して

任用する。

衛生管理係については、係長は消防職員として採用された職員であり、異動により現在

の係に配属となっており、女性職員は臨時職員1人である。今後も継続して女性臨時職員

を任用する。

清掃管理係については、組合職員として採用された職員１人、消防職員として採用され

た職員１人が異動により係に配属となっている。男性の臨時職員１人、女性の臨時職員１

人を任用しているが、今後も女性職員の割合が減とならないよう継続して任用する。

消防本部

平成32年度までに、消防職員に占める女性割合を2.8％以上とするように推進する。

また、女性臨時職員についても継続して任用する。
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(2) 超過勤務の縮減

平成26年度の当組合の状況は下記のとおりです。

ア 事務局総務係

１月あたりの平均時間外勤務時間は２時間です。女性職員（臨時職員）の超過勤務はあり

ません。

イ 衛生管理係

１月あたりの平均時間外勤務時間は２時間です。女性職員（臨時職員）の超過勤務はあり

ません。

ウ 清掃管理係

１月あたりの平均時間外勤務時間は2.5時間です。女性職員（臨時職員）の超過勤務はあ

りません。

エ 消防本部

１月あたりの平均時間外勤務時間は10.5時間です。女性職員（臨時職員）の超過勤務はあ

りません。

【 目 標 】

事務局総務係・衛生管理係・清掃管理係

対外的業務、ごみの休日受け入れなど必要なもの以外の業務においては、効率的に事務

を進め、時間外勤務を要しない勤務体制づくりを推進する。

消防本部

効率的に事務を進める体制づくりを推進し、職員一人あたりの平均時間外勤務時間を10

時間以内にする。

(3) 育児・介護等と両立して活躍できる職場づくり

平成26年度中、当組合全体において男性職員の育児・介護関係の休暇取得者はありません。

また、配偶者の出産に伴う休暇の平均取得日数は２日でした。

子育てや介護をしながら女性が活躍できる職場づくりには、配偶者の理解が不可欠です。男

性職員の育児・介護への参加意識を改革するとともに、育児・介護のための休暇の取得を促進

し、仕事と家庭の両立を図ることが必要です。

【 目 標 】

事務局総務係・衛生管理係・清掃管理係・消防本部共通

平成32年度までに、制度が利用可能な男性職員の「配偶者出産休暇」及び「育児参加の

ための休暇」の取得を促進する。
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４ 女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期

３で掲げた数値目標その他の目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施します。

なお、この取組は、各特定事業主において、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関

する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、最も大きな課題に対応するもの

から順に掲げています。

(1) 女性職員の配置及び登用関係に関する取組

女性職員に占める係長相当以上にある女性職員数を１人以上にするために、研修等の実施に

より女性職員の意欲向上、キャリア形成支援を図ります。

併せて、組合組織市村と協議しながら多様なポストへの積極的な配置を推進します。

【 具体的な取組内容 】

ア 平成28年度から、係長・課長補佐・課長の各役職段階における人材プールの確保を念頭

に置いた人材育成を行う。

イ 採用した女性職員を対象に、キャリア形成に向けた研修への参加を推進する。

ウ 女性職員に対して、多様なポストへの積極的な配置・登用を行うため、組合組織市村と

協議する。

エ 育児休業中の職員へのキャリア形成支援に繋がる情報提供、職場復帰後の職場内研修等

の充実を図る。

オ 消防職員を目指す女性を増加させるため、社会人になる年齢層を対象に、消防の仕事の

魅力について積極的にＰＲする。

カ 各分署の女性専用トイレ、シャワー室、仮眠室の整備を図り、異動に対応できる体制づ

くりを推進する。

(2) 超過勤務の縮減と休暇取得の推進等に関する取組

事務局総務係、衛生管理係、清掃管理係においては、年次休暇の取得を促進するため、臨時

職員を含む全ての職員が必要なときに休みが取れる職場をめざします。

消防本部においては、計画的に代休を取得するなどして、休めるときに休む体制づくりを検

討します。

【 具体的な取組内容 】

事務局総務係、衛生管理係、清掃管理係

ア 平成28年度から、月に１日の計画的な年次休暇の取得を目標に、職場内の相互理解、

年次休暇取得に対する意識改革を図る。

イ 平成28年度から、定時退庁の雰囲気を醸成する。
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消防本部

ア 休日出勤等があった場合、できるだけ代休が取得できるよう計画的な出勤体制を形成

する。

(3) 育児・介護等と両立して活躍できる職場づくりに関する取組

職場全体で父親の育児や介護参加の必要性を理解するとともに、参加しやすいように職場内

での協力体制を確立し、特に父親となる男性職員については、できる限り特別休暇を取得でき

るようにします。

【 具体的な取組内容 】

ア 平成28年度中に、各種両立支援体制（育児休業、配偶者出産休暇、育児参加のための休

暇等）に関する情報をまとめ、職場内で共有するとともに、父親となる職員へ配付を行い

休暇の取得を促進する。

イ 所属長は、父親となる職員が特別休暇を取得できるよう配慮するとともに、父親となっ

た職員が積極的に育児に参加できるよう、所属職員への理解と協力を促す。


